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は　し　が　き

この本は人事労務管理の基礎学習のための本だが，次のような

特色がある。

第1には，現代日本の人事労務管理を主題にして，21世紀を迎

えて日本の人事労務管理の発展を展望するということに集中した

ことである。その理由は，1985年に関学した放送大学の「人事・

労務管理」の教材を日本の人事労務管理として作成して5年間の

講義を勤めたことから，その特色を継承したことである。だが，

もっと重要なこととしては，日本の人事労務管理も第2次大戦後

から，もう数十年を経過して，その歴史的経験と蓄積が豊富にな

ったこと，およびすでに5000万人を突破した勤労者が日本の人事

労務管理のもとで働くという事実があることである。それゆえに

現代の基礎学習としては，まず日本の人事労務管理を学習してか

ら次に進むのがよいと考えた。

とはいっても，欧米世界の人事労務管理の思想や動向・国際比

較の学習は，重要なことだから，必要なところではもちろん記述

してある。だが，外国の人事労務管理の学習を中心にした本では

ない。

第2には，この本では，第1～2章で市場，経済，企業，経営

の概念を説明し，そのなかでの人事労務管理の位置づけを明確に

しようとしたことである。その理由は，この本が人事労務管理の

基礎学習のための本だから，まず企業経営活動の全体を考えたう

えで人事労務管理の学習に入っていきやすくしようとするために

工夫したからである。
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また，第3～4章では，人事労務管理の活動を決める社会環境

を扱っている。これらの章は，人事労務管理の固有領域を学習す

るための不可欠の前提であろう。

第3には，上記の諸章を通じて，日本の人事労務管理について

の，現代および今後の思想・概念を明確にすることに努めた0こ

れがなくては，人事労務管理が単なる事項説明の百科辞典になる

恐れがあると考えたからである。人事労務管理の固有領域につい

ての学習は第5章から始まる。

この3つの点で，人事労務管理の基礎学習の本としては，この

本はやや変わった構成になっているかもしれない0できるだけ読

みやすいように，図や表を多く取り入れたが，人事労務管理は領

域が多岐にわたり，難しい技術上の用語が多いので，このような

小さな本では，漏れている事項が多いだろう。この基礎学習の次

には，上級への学習に進んでほしいと思う。

この本で講義をされたり，少人数で討議学習をする場合には，

ご自身の意見でこの本の内容を遠慮なく批判して，よりよい討議

を進めていただきたい。それこそがこの小さな本の希望と感謝で

ある。

本の刊行が著者と編集者との共同作業であることはいうまでも

ない。本書には長い友人である有斐閣書籍編集部の伊藤真介さん

の重ねてのご厚意をいただいた。心から御礼を申し上げる。

1995年4月

津田眞激
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